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１．研究の背景と目的   

我が国の人口は平成22年の約1億2805万8千人と平成23

年の約1億2779万9千人を境に，現在までに毎年約－0.2％

の割合で減少しており注1)，人口減少傾向は地方都市にお

いて顕著にみられる。地方の人口減少の主な原因として

は，若者の首都圏への流出，少子高齢化の進行，産業の

衰退などがあげられる。このような状況から，近年地方

への移住について関心が高まっている。 

また，地方への移住についての関心度を示す「住みた

い田舎ベストランキング」注 2)では，大分県下の市町村が

過去 3 年間で全国と比較して最も多く選出されており，

移住先として大分県への関心が高いといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで本研究では，まず大分県で行われている移住に

関する取り組みを整理し，その傾向を考察する。次に，

各選定市町村で行われた移住に関する取り組みの年表整

理をする。さらに，各選定市町村の取り組みを比較する

ことによって，地方における移住促進に対する有益な知

見を得ることを目的とする。 

２．研究の方法 

まず，資料調査や HP からの情報収集に加え，ヒアリン

グ調査により，同県と選定市町村の移住に関する取り組

みの成果と状況を把握し，移住政策の傾向を明らかにす

る。さらに，同県下 3 つの市における多様な移住支援の

傾向を把握するために，各選定市町村の取り組みを実施

主体と取り組み内容で比較し，特徴を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 国東市の移住に関する取り組みの年表 
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３．対象地域について 

本研究対象地域である大分県の平成 22 年注 4）の人口は，

1,196,409 人であり，人口増減率は－1.09％である注 3）。 

本研究では，移住政策に積極的である例として国東市注

4)と豊後高田市注 5）を，近年取り組み始めた例として津久

見市注 6）を研究対象とした。また本稿では，ハード事業の

実施と複数の団体による取り組みがみられた国東市の事

例を中心に論述する。 

４．大分県の取り組み 

 大分県の移住に関する取り組みの現状を正確に把握す

るため，ホームページ等の資料調査の後，さらに大分県

庁・企画振興部 観光・地域局 地域活力応援室注7）にヒア

リング調査を行った。表2より，移住施策を活用した移住

者数は年々増加傾向にある。また，平成22年度から平成

26年度までは，移住に関する取り組みの予算額が約400万

円/年なのに対し，平成27年度の予算額は，6800万円にま

で増額されている。このことから，大分県は平成27年度

から特に移住対策に力を注いでいることが分かる。また，

平成27年度から新規の取り組みが5件実施されており，こ

うした取り組みによって，移住希望者からの相談件数が

増加したことが理由として考えられる。 

５．国東市の取り組み 

官民双方へのヒアリング調査により注8)，行政と民間が

実施した国東市の移住に関する取り組みを詳細に把握す

るため，移住に関する年表を作成した(表1)。 

まず，各取り組みの実施主体をみると，平成18年度の

平成の大合併による国東市誕生から，現在に至るまで，

国東市が実施主体となって行った取り組みが多い。平成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26年以降は企業など，民間が実施主体となって行った取

り組みも確認できた。また，国東市では，空き家に関す

る取り組みが多くみられた。図1は，複数の団体が関わっ

たアーティスト向けの移住体験施設の運営体制を，モデ

ル化したものである。この事例は，空き家であった建物

を国東市が改修し，管理運営をNPO団体が行っている。官

民の連携によって，運営が可能となっている。 

６．各選定市町村の取り組みの比較 

各選定市町村の移住に関する取り組みの年表から，各

選定市町村で実施された取り組みについて【実施主体】，

【他団体との連携】，【取り組み内容】について分類し，

表 3 にまとめた。 

各市のこれまでの移住に関する取り組みは，国東市で

は 17 件，津久見市では 10 件，豊後高田市では 43 件確認

できた。民間団体が主体の取り組みは，国東市で 11 件，

津久見市 1 件，豊後高田市は 2 件となっている。これよ

り，国東市では官民双方が主体となった取り組みが多い

のに対し，豊後高田市と津久見市では，行政主体となっ

た取り組みが多いことがわかる。 

国東市では芸術や工芸と空き家を関連付けた取り組み

がみられた。津久見市では，移住による地域の問題の解

決に向けた取り組みがみられた。豊後高田市では，生活

の金銭補助に関する多くの取り組みがみられた。これよ

り，国東市と津久見市は，的を絞った移住政策を実施し

ている傾向にあると考えられる。 

７．総括 

 各選定市町村の取り組みの比較から，地方における移

住促進においては，国東市と津久見市の事例にみるよう

に，移住者の職種や，世代を検討したり発信することで

移住希望者と地域の目的を一致させることが重要である

と考えられる。また，国東市と豊後高田市の事例から，

官民の連携による支援体制を整えることや，住宅補助や

生活環境の整備等の支援を行うことにより，移住する際

のハードルを下げることも効果的であるともわかった。 
【補注】 

注1） 国勢調査の人口を比較した結果，平成 23 年から人口減少している。 

注2） 宝島社出版の月刊誌に掲載されている。 

注3） 総務省統計局の国勢調査による 

注4） 大分県で初めて「空き家等の適正管理に関する条例」が制定され，空き家バンク

登録数は大分県内で最も多い 

注5） 「住みたい田舎ベストランキング」で，全国で唯一，3 年連続 3 位以内に選出さ

れている。 

注6） 近年移住による担い手不足の解決を図る取り組みが行われている。 

注7） 地域活力応援室は，移住希望者が移住について相談する際の窓口であり，情報発
信や，相談会などの補助などを行っている 

注8） 国東市役所 活力創生課 地域支援係と地元企業の，陶器・ガラス工房 ラ・パロマ
にヒアリング調査を実施。 

　　　　（※平成27年度は11月末時点）
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移住ガイドブックの作製

大分暮らし体験プログラムの実施

体
制
整
備

相
談
会

情
報
発
信 田舎暮らしの本への記事広告掲載

年度

移住施策を
活用した移住者数(人)

相談件数(件)

予算額(万円)

移住促進会議の実施

東京に相談窓口の設置

県庁に移住サポーターの設置

福利厚生事業者の会員向けに広告掲載

ホームページでの情報発信

若者向け雑誌に記事広告掲載

移住PR動画の作成

大分暮らしアドバイザーの設置

大分暮らし塾の開催

全国移住イベントへの参加

435 374 398 398 398 6,800

107 197 198 161 209

54 136 186 286 292 212

H.22 H.23 H.24 H.25 H.26

（○：実施，－：未実施， ：新規）
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表 2 大分県の移住に関する取り組み 

図 1 運営モデル図 

市
町
村
名

主
体

全
取
り
組
み

有 無

移
住
体
験

仕
事

空
き
家
利
用

住
宅
補
助

交
流

そ
の
他

特徴

行政 4 2 1 2 3 1 1 0

民間団体 8 3 4 2 4 0 5 0

行政 8 1 0 5 2 3 1 0

民間団体 1 0 0 1 0 0 0 0

行政 16 25 3 11 12 17 1 2

民間団体 2 0 0 1 0 0 0 1

※単位はすべて(件)

【取り組み内容】【他団体との連携】【実施主体】

豊後
高田市

43

空き家改修事例が多く、工芸や芸術と空き家
を関連付けた取り組みがみられた

高齢化による柑橘産業の担い手を他県からの
移住によって解決する取り組みがみられた

居住や仕事に関係する、多くの生活に関する
金銭補助による取り組みがみられた

国東市

津久見市

17

10

表 3 各選定市町村の取り組みの比較の表 
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